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１ 点検・評価について

ひたち子どもプラン2025の第５章に登載の子ども・子育て支援事業計画について、各事業計画の進捗状況を確認し、必要な改善につなげるため、点検・評価を実施する。

（1） 目的

子ども・子育て支援法において、市町村子ども・子育て支援事業計画の策定が義務
付けられている。主な内容は、教育・保育、乳児等通園支援事業、地域子ども・子育
て支援事業についての需給計画である。

（2） 子ども・子育て支援事業計画

「日立市子ども・子育て会議」において、PDCAサイクルに基づく進捗管理・評
価を行うとともに、必要に応じて計画や施策の見直しを行う。また、計画の進捗
状況について、市のホームページで公表する。

（3） 計画の進行管理
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１ 点検・評価について

（5） 点検・評価のスケジュール

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

令和７年度
点検・評価

令和８年度
点検・評価

令和９年度
点検・評価

令和10年度
点検・評価

令和11年度
点検・評価

子ども・子育て支援事業計画（ひたち子どもプラン2025）

ニーズ調査・計画策定作業 次期計画

施策の計画値と実績値を比較し、５段階で点検・評価する。

（4） 点検・評価の進め方

評価 基準

「実績値」が「計画値」の100％超

「実績値」が「計画値」の85％以上100％以下

「実績値」が「計画値」の70％以上85％未満

「実績値」が「計画値」の50％以上70％未満

「実績値」が「計画値」の50％未満
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２ 子ども・子育て支援事業計画
点検・評価（令和７年度事業）

【自己評価】
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（1） 教育・保育

№
事業名

【担当課名】
事業概要 内訳

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

1

１号認定
（教育標準時間認
定）
【子ども施設課】

【対象児童】
満３歳以上の小学校就学前
の児童で、保育の必要性が
なく、教育を希望する場合
に認定する。

【利用施設等】
幼稚園、認定こども園（教
育部分）

量の見込み①（人） 833 842

（89.2％）

出生数が年々減少している中、保育需要の高
まりにより教育認定（１号）の利用者数は減
少し、利用定員（確保方策）に余剰が生じて
いる状況にある。

特に、新入園児数が一桁台に留まる園もある
ことから、集団教育活動の充実や施設運営の
効率化を実現するため、今後、公立施設の廃
止を含めた適正配置を進める必要がある。

利用者数（人） ― 842

確保
方策
(人)

保･幼･認定こども園 1,578 1,407

地域型保育事業 ― ―

確保方策の合計② 1,578 1,407

過不足数②－①（人） 745 565

２

２号認定
（保育標準時間認
定・保育短時間認
定）
【子ども施設課】

【対象児童】
満３歳以上の小学校就学前
の児童で、保育の必要性が
あり、保育を希望する場合
に認定する。

【利用施設等】
保育園、幼稚園、認定こど
も園（保育部分）、地域型
保育事業

量の見込み①（人） 1,650 1,588

（99.6％）

私立幼稚園の認定こども園への移行等により
定員増を図り、ほぼ計画どおり提供体制を確
保することができた。（年度当初の待機児童
はゼロ）

共働き世帯の増加に伴い保育需要が高まって
いることから、定員の弾力的運用を活用しな
がら提供体制の確保に努めてきたが、年度末
にかけて待機児童が1人発生した。

利用者数（人） ― 1,561

確保
方策
(人)

保･幼･認定こども園 1,611 1,604

地域型保育事業 ― ―

確保方策の合計② 1,611 1,604

過不足数②－①（人） △39 16

3

３号認定
（保育標準時間認
定・保育短時間認
定）
【子ども施設課】

【対象児童】
満３歳未満の児童で、保育
の必要性があり、保育を希
望する場合に認定する。

【利用施設等】
保育園、幼稚園、認定こど
も園（保育部分）、地域型
保育事業

区分 0歳 1歳 2歳 0歳 1歳 2歳

（99.8％）

私立幼稚園の認定こども園への移行等により
定員増を図り、ほぼ計画どおり提供体制を確
保することができた。（年度当初の待機児童
はゼロ）

共働き世帯の増加や保育の低年齢化により保
育需要が高まっていることから、定員の弾力
的運用を活用しながら提供体制の確保に努め
てきたが、年度末にかけて待機児童が22人発
生した。

量の見込み①（人） 264 412 496 249 385 501

利用者数（人） ― ― ― 188 354 464

確保
方策
(人)

保･幼･認定こども園 265 416 444 266 417 440

地域型保育事業 2 4 4 2 4 4

確保方策の合計② 267 420 448 268 421 444

過不足数②－①（人） 3 8 △48 19 36 △57

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（2） 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

1

乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園
制度）
【子ども施設課】

全ての子育て家庭に対して、多様な働き方や
ライフスタイルに関わらない支援を強化する
ため、保護者の就労要件を問わず、月一定時
間までの利用可能枠の中で、時間単位で柔軟
に、保育園などを利用できる。

人
（１日の

延利用人数）
― ― ―

令和８年４月事業開始のため、令和７年度の実績なし。

令和7年度は、具体的な制度設計を進めるとともに、市内４
地区に実施事業者を確保するなど、事業開始に向けた体制を
整えた。
これにより、乳幼児期の健やかな成育環境を支える新たな支
援体制を構築することができた。

今後は、利用者のニーズを的確に把握しながら、必要に応じ
て0歳児の受入可能施設の拡充を図るとともに、利用者の継
続的な利用を推進するため、多様な媒体を活用した周知・広
報活動に取り組む。

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

1
利用者支援事業
【子育て支援課、
健康づくり推進課】

子育て家庭が、幼稚園・保育園などを選ぶ際
や、必要な地域子育て支援事業などを利用で
きるよう、情報の提供や相談支援・援助など
を行う。

妊婦等包括相談支援事業を通じて、妊娠時か
ら妊産婦などに寄り添い、出産・育児などの
見通しを立てるための面談や継続的な情報発
信などを行うとともに、必要な支援につなぐ。

か所
（設置
か所数） ３ 3

（100.0％）

「子どもセンター」、「市役所窓口」、「こども家庭セン
ター」の3か所において、子育てに関する情報提供や相談
支援を実施し、必要な支援に繋げるとともに、こども家庭
センターでは、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもを対象
とした一体的な相談支援を行うことにより、相談支援体制
の強化を図ることに寄与した。

回
（面談実施
合計回数） 2,013 1,883

（93.5％）

妊婦等に対して、面談や情報提供、相談などを行い、心身
の状況や環境を把握し、必要な支援を行うことができた。

継続支援が必要な妊婦及び配偶者等を取りこぼしなく把握
するとともに、産科医療機関等地域の関係機関と密に情報
共有・連携し、より適切できめ細やかな支援をしていく必
要がある。

2

地域子育て支援
拠点事業
【子育て支援課、
子ども施設課】

子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子
育ての不安・悩みを相談できる場を提供する
事業である。事業内容として、①交流の場の
提供・交流促進、②子育てに関する相談支
援・援助、③地域の子育て関連情報提供、④
子育てに関する講習などを実施している。

か所
（実施
か所数）

22 22
（100.0％）

子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安、
悩みを共有できる場として定着しており、利用者に対して
必要な支援を提供することができた。

今後も地域の子育て支援の拠点としての機能を果たせるよ
う、子育て家庭への周知・広報活動に努める。

3
時間外保育事業（延
長保育・休日保育）
【子ども施設課】

保育園及び認定こども園などで設定した利用
日及び利用時間外に保育を実施する事業であ
る。各園で、保護者の就労時間などによる
ニーズに応じて実施している。

人
（実利用人

数）
1,151 999

（86.8％）

保育事由の変更に伴い、保育短時間認定（最大8時間利用
可能）から標準時間認定（最大11時間利用可能）に切り替
え、通常の保育時間内で利用するケースがあるため、実利
用人数は計画値を下回ったが、計画する全ての施設におい
て、保護者のニーズに応じて保育サービスを提供すること
ができた。

今後も保護者の勤務形態の多様化等に柔軟に応えられるよ
う、支援の提供を継続する。

か所
（実施
か所数）

34 34

（100.0％）

※ 妊婦等包括相談支援事業を除く

※ 妊婦等包括相談支援事業

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

4
一時預かり事業（幼
稚園型）
【子ども施設課】

保護者の用事や仕事、リフレッシュなどのた
め、家庭における保育が一時的に困難となっ
た幼稚園又は認定こども園（教育）の在園児
を教育時間終了後に引き続き預かり、必要な
保育を行う。

日
（延利用日

数）
17,235 19,688

（114.2％）

保育需要の増加により計画値を上回る利用があり、計画し
た全施設において、家庭保育が一時的に困難な保護者に対
し、教育時間終了後に必要な保育サービスを提供すること
ができた。

一方で、教育認定者数の減少に伴い、市内全体の利用者数
は減少傾向にあるが、今後も保護者の就労やリフレッシュ
等のニーズに応えられるよう、支援の提供を継続する。

か所
（実施
か所数）

22 22
（100.0％）

5
一時預かり事業（幼
稚園型以外）
【子ども施設課】

保育園などを利用していない保護者が、用事
やリフレッシュなどのため、家庭における保
育が一時的に困難となった乳幼児を一時的に
預かり、必要な保育を行う。

日
（延利用日

数）
5,773 4,793

（83.0％）
出生数の減少や保育の低年齢化に伴い、延利用日数は計画
値を下回ったが、計画する全施設において、保護者のニー
ズに応じて、必要な保育サービスを提供することができた。

公立４園における延利用日数の割合が、昨年度の63％から
74％へと増加し、公立園への利用集中が高まっているため、
令和８年４月に利用者負担額を見直し、市内私立園との利
用料の均衡を図った。

か所
（実施
か所数）

17 17
（100.0％）

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果等

6
病児保育事業
【子育て支援課、子
ども施設課】

病気又は病気回復期にあるため集団保育がで
きないこどもを、病院・保育園などに付設さ
れた専用スペースなどにおいて、看護師など
が一時的に保育する事業である。事業類型は、
病児対応型、病後児対応型、体調不良児対応
型、ファミリー・サポート・センターがある。

日
（延利用日

数）

131

655

736

1

0

520

487

2

（66.3％）
延利用日数については、病気や通園中に体調不良となる子
どもが少なかったため計画値を下回ったが、病気回復期や
通園中の体調不良により集団保育が難しい子どもに対し、
看護師等による必要な保育サービスを提供することができ
た。

病後児対応型については、令和５年４月から事業を休止し
ている１施設が再開の目途が立っていない。
また、病児対応型については、整備を予定していた事業者
の都合で整備計画が中止となった。

今後も、病児保育事業の円滑な実施に向けた取組を継続し
て推進していく。

か所
（実施
か所数）

1

5

2

1

0

4

2

1

（77.8％）

【病児対応型】

【病後児対応型】

【体調不良児対応型】

【ファミリー・
サポート・センター】

【病児対応型】

【病後児対応型】

【体調不良児対応型】

【ファミリー・
サポート・センター】

【病児対応型】

【病後児対応型】

【体調不良児対応型】

【ファミリー・
サポート・センター】

【病児対応型】

【病後児対応型】

【体調不良児対応型】

【ファミリー・
サポート・センター】

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

7
妊婦健康診査事業
【健康づくり推進
課】

妊婦の健康を保ち、安心して出産できるよう、
妊婦に対する健康診査を実施する事業である。
①初期～妊娠23週：４週間に１回、②妊娠
24～35週：２週間に１回、③妊娠36週～分
娩：１週間に１回で、健康状態の把握、検査
計測、保健指導及び必要に応じた医学的検査
を行う。

人
（受診者数）

671 622
（92.7％）

定期的な受診の勧奨及び健診結果に基づく保健指導を実
施し、母体及び胎児の健康の維持・増進に寄与すること
ができた。

8

乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤
ちゃん訪問）
【健康づくり推進
課】

乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関
する情報の提供並びに子育てについての相談
に応じ、助言その他の援助を行う事業である。
生後４か月までに、保健師・助産師などが全
ての対象家庭を訪問し、乳児及び保護者の心
身の状況や養育環境の把握を行う。

人
（訪問実人

数）
671 590

（87.9％）

訪問による育児相談を通じて保健指導を行い、乳児がい
る家庭への子育て支援のほか、子どもの健全育成と虐待
予防に資することができた。

家庭環境が多様化しており、各家庭に応じた安心・安全
な養育環境を形成することができるよう、指導員の知
識・指導力向上が求められる。

9
放課後児童クラブ
【生涯学習課】

放課後や学校休業日に、保護者が就労などに
より家庭にいない児童に遊びや生活の場を提
供する。

人
（登録者数）

1,867 1,827
（97.9％）

計画値に近い利用があり、保護者の就労支援および放課
後の児童の安全・安心な居場所づくりに寄与した。

利用児童数の推移や学校再編の状況を踏まえて、運営に
必要なクラブ室の確保を進める必要がある。

か所
（公設クラブ

室数）
41 48

（117.1％）

か所
（民間施設

数）
12 11

（91.7％）

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満
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（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

10
放課後子ども教室
【生涯学習課】

次代を担う人材を育成するため、全ての就学
児童が放課後などを安全・安心に過ごし、学
習活動などを行うことができるよう、地域と
連携しながら空き教室などを活用し実施する。

か所
（実施施設

数）
23 23

（100.0％）

運動や学習、文化活動、地域の人たちとの交流事業など、
様々な体験活動を実施することで、放課後における児童
の安全・安心な居場所の確保に寄与した。

運動や体を使う遊びの充実など、ニーズを踏まえながら
放課後の体験活動の充実に努める必要がある。

11
養育支援訪問事業
【子育て支援課】

育児ストレス、望まない妊娠、虐待のおそれ
があるなど、支援が特に必要な家庭の居宅を
訪問し、養育に関する指導、助言を行う事業
である。乳児家庭全戸訪問や相談支援などに
より、支援を必要とする家庭を把握し、ケー
スワーカーなどが居宅を訪問して、対象家庭
の適切な養育の確保に努めている。

人
（延利用人

数）
45 39

（86.7％）

定期的な連絡、家庭訪問を行うことで関係を築き、適切
な支援を行うことができた。

延利用人数は計画値を下回っているが、利用希望者に対
して、支援可能な体制は整えていた。

12
子育て短期支援事業
（ショートステイ）
【子育て支援課】

保護者が、疾病・疲労などにより児童の養育
が困難となった場合や、養育環境などに課題
があり児童自身が一時的に保護者と離れるこ
とを希望する場合などに、適切に保護できる
児童養護施設などにおいて短時間の養育・保
護を行う。

人
（延利用人

数）
40 22

（55.0％）
家庭での養育が一時的に困難になった際に、児童の安全
安心な居場所を確保し、家庭支援に寄与した。

計画値に対し延利用人数は下回っているが、保護期間が
長かった児童が多く、利用日数は見込みを上回った。

か所
（実施か所

数）
5 5

（100.0％）

13
トワイライトステイ
【子育て支援課】

保護者が、仕事その他の理由により、平日の
夜間又は休日に不在となり、児童の養育が困
難となった場合などの緊急の場合に、適切に
保護できる児童養護施設などにおいて、養
育・保護を行う。

人
（延利用人

数）
5 5

（100.0％） 家庭での養育が一時的に困難になった際に、児童の安全
安心な居場所を確保し、家庭支援に寄与した。

か所
（実施か所

数）
1 2

（200.0％）

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満

10



（3） 地域子ども・子育て支援事業

№
事業名

【担当課名】
事業概要 単位

R7
計画値

R7
実績値

評価 効果・課題等

14

子育て援助活動支援
事業（ファミリー・
サポート・センター
事業）
【子育て支援課】

児童の預かりなどの援助を受けることを希望
する者と援助を行う者との相互援助活動に関
する連絡・調整を行う事業である。保育施設
や放課後児童クラブへの送迎、保育園など利
用時間終了後の預かり、学校の放課後の預か
りなど、様々な援助を行う。

人
（延利用人

数）
2,600 2,811

（108.1％）

計画値を上回る利用があり、地域における育児の相互援
助活動の推進に寄与することができた。

15
産後ケア事業
【健康づくり推進
課】

出産後１年未満の支援者がいない、育児不安
のある方を対象に、宿泊、日帰り、訪問によ
る心身のケアや育児サポートなどきめ細かい
支援を実施する。

日
（延利用日

数）
67 93

（138.8％）

「育児支援者がいない」、「育児不安がある」産婦に対
して、心身のケアや授乳指導等を行い、安心して育児が
できるよう支援することができた。

産後ケアを実施している施設が少ないため、全ての産婦
に対し無条件でのサービス提供ができない状況である。
今後も産科を取り扱う施設が少なくなっていくことが予
想されるため、産後ケア実施施設の確保や広域の契約な
ど対応を検討していく必要がある。

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満

11



（4） 子ども・子育て支援事業計画の自己評価

自己評価
Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

5 18.5％

18 66.7％

2 7.4％

2 7.4％

0 0％

合計 27 100％

自己評価「Ａ」以上（実績値が計画値の85％以上）の割合が

「85.2％」であり、おおむね計画どおりに進捗している。

Ｓ

Ａ

Ｂ
Ｃ

８５.２％
自己評価「Ａ」
以上の割合

評価 基準（実績値が計画値の）

Ｓ 100％超

Ａ 85％以上100％以下

Ｂ 70％以上85％未満

Ｃ 50％以上70％未満

Ｄ 50％未満

12



３ ひたち子どもプラン2025
主な登載事業の実績

13
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施策の
方向性

Ⅰ 未来を担うこどもの
成長を支える

基本
目標

１ 教育・保育の充実と健やかな育ちの支援
２ 多様な遊びや体験の機会づくり
３ 安心できる居場所づくり

施策の
展開

●こどもが権利の主体であることの周知・啓発 ●安全・安心な遊び場の提供
●幼児教育・保育の充実 ●こどもの学びや体験・健全育成
●こどもの安全対策 ●放課後等における安全な居場所の提供
●包括的なこどもへの健康支援の充実

こどもの人権と個性を尊重し、こども一人ひとりの最善の利益が実現され、健やかな成長とその生活が保障されることを第一に考え、生まれ育った環境や障害の有無などに関わらず、
全てのこどもが幸せな生活を送れるよう支援を推進する。また、多様な体験や人との関わりなどを通じて「生きる力」を高めるとともに、人間性を高められるよう支援を続ける。

目的

主な登載事業の実績等

取組・事業名
【担当課名】

取組内容
ひたち
らしさ

令和７年度実績
効果等

内容 実績

幼保小連携の強化
【子ども施設課、指導課】

保育園・幼稚園・認定こども園などと小学校
が相互に連携し、幼児教育・保育から小学校
教育への円滑な接続を図る。

幼保小の架け橋
カリキュラム作成
研修会の開催

実施回数 １回
参加施設数等

38施設（66人）

幼保小の架け橋カリキュラムの作成の目的、内容
及び作成手順等の理解を深めるとともに、各地域
の幼児教育・保育施設と小学校が連携して幼児期
から児童期への発達の連続性を確保した効果的か
つ実践的なカリキュラムを作成することができた。

保育料の負担軽減
【子ども施設課】

０歳から２歳児の第２子保育料無償化により
保育にかかる経済的負担の軽減を図り、保育
を利用しやすい環境を整備する。

第２子保育料無償化
実人数

473人

国・県の多子世帯保育料軽減制度で半額扱いとな
る第２子保育料を市独自制度により完全に無償化
し、多子世帯の経済的負担を軽減することができ
た。

いのちの教育
【健康づくり推進課、

指導課】

小学校４年生親子を対象とした「助産師が伝
えるいのちの教育」、中学３年生を対象とし
た「医師等が伝えるいのちの教育」により、
思春期のこどもに対する理解や自他の生命を
尊ぶ気持ちについて啓発する。

思春期教育
①小学4年生と保護者
②中学3年生

①市内24校
児童976人
保護者856人

②市内15校
生徒1,230人

思春期に関する教育及び育児体験（赤ちゃんの
抱っこ体験等）を通して、自他の生命を尊ぶ気持
ちを育むことができた。

Ｈｉタッチらんど・
ハレニコ！

【商工振興課】

北関東最大級の全天候対応型遊び場として、
天候に左右されることなく、０歳から12歳ま
でのこどもと保護者が遊べる場を運営する。

利用人数
年間延128,125人
（子ども67,484人、
大人 60,641人）

子育て世帯が安心して利用できる全天候型の遊び
場として定着し、子どもの遊びや学びの機会の充
実及び保護者同士の交流促進に寄与した。また、
市内外からの利用があり、中心市街地のにぎわい
創出及び周辺施設との相乗効果につながった。

地域子ども食堂に
対する運営支援
【福祉総務課】

子ども食堂を運営する団体を支援し、子ども
の孤食防止を図り、住民による見守り体制づ
くりを推進するとともに、子どもから大人ま
で交流できる機会づくりを進める。

子ども食堂
①会場数
②開催回数
③参加者数

①15会場
②477回
③14,852人

(うち子ども 8,227人)

地域住民が自ら調理した温かな食事を子どもたち
に提供することにより、地域住民による子どもの
見守り体制の構築・子どもの貧困や孤食の解消、
子どもの居場所づくり等、子どもが健やかに成長
できる環境整備の促進を図ることができた。 15



施策の
方向性

Ⅱ 安心してこどもを産み
育てられる環境を整備
する

基本
目標

１ 妊娠・出産から子育てまでの切れ目のない支援
２ 仕事と子育ての両立支援
３ ひとり親家庭への支援

施策の
展開

●妊娠・出産の支援 ●多様な保育サービスの提供
●出産後に必要な支援 ●放課後の児童対策の充実
●医療環境の充実 ●ワーク・ライフ・バランスの実現
●子育て世帯の経済的負担軽減 ●ひとり親家庭の自立支援
●地域における子育て支援の充実 ●ひとり親家庭への経済的支援

誰もが安心して出産・子育てができ、子育て当事者が不安や負担、孤立感を抱くことなく、こどもの成長に喜びや楽しさを見いだし、ゆとりを持ってこどもに向き合えるよう、相談体制の
充実など、安心して妊娠・出産・子育てができる環境の整備に取り組みます。また、多様なニーズに対応できる教育・保育環境を整備することにより、就労と子育てが両立できるよう支援に
取り組むなど、家庭や保護者の子育て力を高めるための視点を大切にした支援を推進します。

目的

主な登載事業の実績等

取組・事業名
【担当課名】

取組内容
ひたち
らしさ

令和７年度実績
効果等

内容 実績

産前産後ママサポート事業
【子育て支援課】

産前から産後までにおける切れ目ない子育て支
援を行うため、妊娠期から産後２歳未満のこど
もがいる家庭に対し、必要に応じて自宅でのヘ
ルパーによる家事支援・育児支援を行う。

①利用決定者数
②延べ利用者数

①92人
②376人

日中支援を受けることのできない妊産婦のニーズ
に合わせた家事支援、育児支援を行うことにより、
産前産後における切れ目のない子育て支援に寄与
することができた。

不妊治療費助成・
不育症治療費助成

【健康づくり推進課】

不妊に悩む夫婦の生殖補助医療（体外受精な
ど）に対し助成を行う。また、不育症に悩む夫
婦の不育症検査及び治療に対し助成を行う。

①不妊治療費助成
②不育症治療費助成

①延べ助成件数159件
（実人数93人）

②助成件数 5件

高額な治療費が必要となる生殖補助医療について
経済的負担の軽減を図ることで、不妊に悩む夫婦
が必要な治療を受けやすい環境の整備に寄与する
ことができた。また、不育症治療について、対象
者の経済的負担を軽減し、早期受診や適切な検
査・治療を受けることを後押しできた。

ひたち小児オンライン医療
サービスの整備

【地域医療対策課】

子育て世帯が24時間365日いつでもオンライン
で医師に医療相談をすることができ、あわせて、
医療機関が診療時間外となる夜間や休日におい
ても小児がオンラインで受診することができる
小児医療体制を整備する。

登録状況及び利用状況

①登録者数
中学3年生まで2,575人
（世帯全員 4,361人）
②登録率
中学3年生まで16.1％
③医療相談数 1,841人
④オンライン診療数

806人

急な病気や怪我で受診すべきか迷ったときに、テ
キストメッセージによる医師との医療相談ができ
るとともに、かかりつけ医による対応が困難な夜
間や休日の時間帯にビデオ通話で医師の診察を受
ける体制を整備することにより、安心して子育て
できる環境整備が図られた。

プレパパ・プレママの
子育てスクール

【健康づくり推進課】

健康教育により夫婦の育児力を高める正しい知
識の普及を図る。

①実施回数
②参加実組数

①12回
②140組

子育てについて、夫婦間の相互理解を深め、よりよ
い夫婦関係、親子関係のきっかけ作り、出産、育児
の夫婦の協力について学ぶ機会を提供できた。

高等職業訓練給付金等
【子育て支援課】

経済的な自立に向けて、看護師などの資格取得
のために養成機関に６か月以上修学する場合に
給付金を支給する。

支給決定者数 8人
母子家庭の母へ、就職に有利で、生活の安定に役立
つ資格取得のための経済的な支援を実施することが
できた。 16



施策の
方向性

基本
目標

１ 児童虐待防止対策の推進、ヤングケアラー支援
２ こどもの貧困対策
３ 個別に配慮が必要なこどもと家庭への支援

施策の
展開

困難な状況に置かれているこどもや家庭を誰ひとり取り残さず、それぞれの特性やニーズに応じた相談対応や、関係機関と連携した継続的な支援を行うことにより、配慮が必要な家庭を社会
全体で支え、ヤングケアラーやこどもの貧困対策などに取り組みます。また、妊産婦及び子育て中の保護者を孤立させず、児童虐待を未然に防ぐため関係機関が連携して必要な支援を推進します。

目的

主な登載事業の実績等

Ⅲ 配慮が必要なこどもと
家庭を支援する

●妊娠期からの児童虐待防止対策 ●個別のニーズに対応した相談・支援
●要保護児童等対策 ●いじめ防止・不登校対策
●経済的困難を抱えるこどもと家庭への支援 ●外国籍のこどもと家庭への支援

取組・事業名
【担当課名】

取組内容
ひたち
らしさ

令和７年度実績
効果等

内容 実績

こども家庭センター
【子育て支援課、
健康づくり推進課】

母子保健と児童福祉が協働・連携し、妊産婦
及び乳幼児の健康の保持増進に努め、こども
と子育て家庭のニーズや悩みに寄り添い、切
れ目なく包括的な支援を提供する。

相談件数

【児童福祉】5,312件
【母子保健】

妊婦相談 287件
産婦相談 441件
乳児相談 751件

母子保健の家庭訪問や乳児健診を通じて把握した
「要支援リスクのある家庭」を迅速に児童福祉と
情報共有し、こども家庭センター会議において支
援策の検討を行うなど、安全・安心な出産・子育
て及び児童虐待の未然防止を図ることができた。

生活困窮世帯のこどもに
対する学習支援事業
【生活支援課】

家庭の経済状況のため、塾に通うことができな
いこどもを対象に、無料の学習塾を開催し、学
習習慣の定着及び学力の向上を図り、こどもの
将来の可能性を広げるなど、貧困の連鎖解消に
努める。

無料学習塾
登録者数

73人（延1,738人）

対象：要保護及び準要
保護世帯の児童生徒
場所：市内5か所
実施回数：各教室週1回

学習環境が充分でない生活困窮世帯のこどもに対
し、学習機会を設け居場所を作ることにより、得
意科目ができたことや、家庭での勉強時間、勉強
に対しての会話が増え、将来の可能性を広げるこ
とができた。（中学３年生は全員高校進学）

幼児健康診査等事後指導
（のびっこくらぶ）・
幼児健康診査等事後相談

（のびのび相談）
【健康づくり推進課】

幼児健康診査などの結果から、事後指導が必要
な幼児とその保護者を対象に、小集団活動での
遊びやふれあいを通じて、幼児の心身の健全な
発達を促す。また、幼児健康診査などで精神発
達・言語発達などの遅れがある幼児（疑い含
む。）、育児不安・虐待の疑いがある保護者に
対し、心理相談員などによる発達や保育相談を
行う。

①のびっこくらぶ
②のびのび相談

①実施回数 40回
対象児参加延べ人数

205人

②実施回数 18回
対象児参加延べ人数

101人

のびっこくらぶは、幼児健診時やその後のフォ
ローで、発達面等で経過をみる必要があるお子さ
んとその保護者を対象に、遊びを通じて親子のか
かわり方を学び、適切な支援の方向性を検討する
場となっている。また、のびのび相談は、幼児健
診などの結果、必要と認めたものに対し、心理士
による発達検査や発達に関する相談を実施し、早
期発見・早期支援を行うことができた。

教育支援センター
「ちゃれんじくらぶ」

【教育研究所】

不登校の児童生徒の生活と活動の場として開設
し、多様な学びの機会を通じてこどもたちの適
応力や自己肯定感を高め、社会的自立を目指し
た支援を行う。

①教育相談員数
②通級者・体験者数
③不登校対策研修会

①6人
②30人
③1回開催、59人参加

体験学習や小集団活動を通して、多様な学びや交
流の機会を提供し、参加者の自己理解や他者理解
を深めるとともに、社会性や主体性を育むことに
つながった。
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施策の
方向性

Ⅳ 若者の希望の実現と
社会的自立を応援する

基本
目標

１ 若者の社会的包摂支援
２ 若者の希望の実現に向けた支援
３ 生きづらさを抱えた若者への支援

施策の
展開

● 自立についての啓発・支援の充実
● 若者の挑戦・成長の応援と希望する出会いの機会創出
● 困難に直面する若者に寄り添う支援

全ての若者が自らの力を発揮し、地域社会に貢献できる力を育み、将来の夢や希望を見つけ実現できるよう、社会的自立を応援する取組を推進します。また、社会生活に困難を有する若者
については、相談や社会参加への支援、居場所づくりなどを通じて、地域が温かく受け入れる環境づくりを進めます。

目的

主な登載事業の実績等

取組・事業名
【担当課名】

取組内容
ひたち
らしさ

令和７年度実績
効果等

内容 実績

奨学金返還支援事業（奨学
生ふるさと定住促進補助）

【教育総務課】

若者の定住促進を図るため、奨学金（日立市
奨学金、日本学生支援機構貸与奨学金（第一
種）、茨城県奨学資金）の貸付を受け、大
学・専門学校などを卒業後に市内に定住した
方に対し、奨学金返還金の一部（最大1/2）
を補助する。

①補助金交付額
②補助金交付人数

①19,835,000円
②268人

奨学金返還金の一部を補助することにより、大学
等卒業後の若者の経済的負担の軽減が図られると
ともに、若者の市内への定住促進及び市内企業へ
の就業の動機付けとなり、本市の人口減少対策及
びまちの活性化に寄与している。

若者かがやき事業
【女性若者支援課】

まちの魅力づくりや地域課題の解決などに、若
者の様々なアイデアが実践できる環境を整える
とともに、本市への愛着や自らの力で地域を作
り上げる思いを育む取組を行う。（若者団体へ
の活動支援、若者資格取得補助、若者活躍応援
補助）

①若者会議全体会
②若者資格取得補助
③若者活躍応援補助
④その他事業

①延べ45人参加
②13件申請
③1件申請
④延べ192人参加

若者同士のネットワークが構築され、多種多様な
交流機会が創出された。また、挑戦する若者の姿
が、若者の視点で随時発信されることにより、日
立市の魅力を感じるファンが増え、関係人口の創
出につながった。

恋活応援事業
【女性若者支援課】

パートナーとの出会いの場創出イベントや講座
などの実施、恋活応援推進員による結婚に関す
るきめ細やかな支援を行う。

①yoru café
（夜カフェ）
②恋活ラボ
（個別相談会）
③その他イベント

①延べ380人参加
②延べ39件相談
③延べ87人参加

パートナーとの出会いのきっかけづくりとなるイ
ベント等を恋活応援推進員や若者団体などと連携
しながら実施したことで、若者の恋愛や結婚への
意識向上に寄与した。

就職祝金支給事業
【商工振興課】

市内中小企業等の雇用の維持・促進を図るため、
市内中小企業等に正社員として就職し、６か月
以上経過した高等学校等新規卒業者に祝金を支
給する。

①支給人数
②支給額

①109人
②21,800千円

正社員として就職し、６か月以上経過した高等学
校等新規卒業者に祝金を支給することで、市内中
小企業等における雇用の維持・促進に寄与した。
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ひたち子どもプラン 2025の令和７年度点検・評価について 

 

「ひたち子どもプラン 2025」の令和７年度における施策の実施状況について、点検・評

価結果を公表します。なお、点検・評価については、令和８年度第１回日立市子ども・子

育て会議において報告し、意見をいただきました。 

１ 公表資料  

日立市こども計画ひたち子どもプラン 2025令和７年度点検・評価について 

・子ども・子育て支援事業計画点検・評価（令和７年度事業） 

・ひたち子どもプラン 2025主な登載事業の実績 

２ 日立市子ども・子育て会議審議結果 

(1) 日時 令和８年７月 22日(水) 午後１時 30分から午後３時 15分まで 

(2) 場所 日立市役所 503・504号会議室 

(3) 出席者  

ア 日立市子ども・子育て会議委員  18人         

イ 事務局  20人         

(4) 内容 

資料に基づき、子ども・子育て支援事業計画の自己評価は、「Ａ」以上の割合が 85.2％

であり、おおむね計画どおり進捗していることや、主な登載事業の実績について   

事務局から説明し、以下のとおり意見等をいただいた。 

２ 子ども・子育て支援事業計画点検・評価（令和７年度事業）【資料 P３】 

(1) 教育・保育 【資料 P４】 

発言者 発言内容等（意見・質問等） 

委 員 
１号認定（教育）の定員割れや３号認定（乳幼児保育）での待機

児童発生がある中で一律「Ａ評価」とする評価の考え方を伺う。 

事務局 計画値に対する実績値の割合に基づき評価している。 

(3) 地域子ども・子育て支援事業 №11養育支援訪問事業 【資料 P10】 

委 員 養育支援訪問事業の相談窓口について伺う。 

事務局 子育て支援課こども家庭センターが窓口である。 

 

３ ひたち子どもプラン 2025主な登載事業の実績【資料 P13】 

生活困窮世帯のこどもに対する学習支援事業【資料 P17】 

発言者 発言内容等（意見・質問等） 

委 員 
生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業の実施及び運営主体に

ついて伺いたい。 

事務局 市が委託した NPO法人が、市内５か所で無料学習塾を実施している。 

 

以 上 


